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はじめに
スイス連邦議会
（
B
undesversam
m
lung ）
は、 二〇一五年三月二〇日に、 子の扶養に関するスイス民法
（
Schw
eizerisches 
Z
ivilgestzbuch
─以下ＺＧＢと略称する。 ）
等の規定を改正する法
案
）（
（
を可決した。ＺＧＢでは、親の子に対する扶養義務
は親子関係の効果として中心的に規律し、離婚及び別居の部分にも関連規定を配置している。今回の改正は直接的に
七二〇
はこれらの該当部分の変更であるが、関連する手続法等の改正も含まれている。扶養法の改正は、同じく親子関係の効果である親の配慮
（
elterliche Sorge ）
すなわち親
権
）（
（
に関する改正と同時になされる予定であった。しかし、内閣
にあたる連邦参事会
（
B
undesrat ）
の考え方に対する反対があったことから、一体的な改正には至らなかったという事
情があ
る
）（
（
。親の配慮に関する改正はすでに成立し、二〇一四年七月一日から施行されてい
る
）（
（
。それに続く形となっ
た扶養法の改正に関しては、二〇一二年七月四日に連邦司法・警察省
（
E
idgenössisches Justiz- und P
olizeidepartm
ent ）
の連邦司法局
（
B
udesam
t für Justiz ）
が作成した予備草案
（
V
orentw
urf ））（
（
とその解
説
）（
（
が公表さ
れ
）（
（
、その後、意見聴取手
続
（
V
ernehm
lassung ））（
（
を経て参事会草案が作成され、詳細な理由書
（
B
otschaft ））（
（
を付して、連邦議会に上程された。
下院にあたる国民議会
（
N
ationalrat ）
がこの草案を先議し、二〇一四年六月一九日に可決し、上院にあたる全州議会
（
Ständerat ）
は二〇一四年一二月二日に承認したが、その段階で追加条文が提案されたことから最終的な可決が冒頭
の日付となったのである。ただし、スイス連邦憲法一四 条により、連邦法律の改正は公布の後一〇〇日以内に五万人の有権者または八つの州
（カントン）
からの要求があったときは、国民投票に付されることになっている。改正法
は二〇一五年三月三一日付けの連邦官報において公布さ
れ
）（（
（
、国民投票の要求期限は二〇一五年七月九日と設定された
ため、この改正が最終的に発効す かどうかは本稿脱稿時点ではまだ確定的となっていない。
この扶養法改正は、先行した配慮法改正
（共同配慮の推進）
との関係で理解すべき点が少なくないが、とりあえず本
稿では主として参事会草案に依拠して、以下の三点に限定して紹介するにとどめたい。す わち、子
（以下、特に断
りのない限りは未成年の子─ 八歳未満：ＺＧＢ一四条─を意味する。 ）
の扶養請求権の優先、子の扶養請求権の内容として
の「世話扶養
（
B
etreuungsunterhalt ）」の導入、扶養義務者たる親の資力が子の相当な扶養料に不足する場合
（ 「不足事
七二一
スイス扶養法の改正について（野沢）
例（
M
ankofälle ） 」 ）
の処理方法の三つである。それらの内容に立ち入る前に、参事会草案の理由書にしたがって、今回
の改正の前提を整理しておきたい。
二
　
改正の前提
（一）
　
改正の基本理念
理由書は、その冒頭において今回の改正の基本理念を整理してい
る
）（（
（
。まず、この改正は離婚や離別後における親責
任
（
elterliche V
erantw
ortung ）
を規律する改正プロジェクトの第二部であって、親の配慮法のように、扶養法も父母の
民事身分
（婚姻の有無）
が子に不利益をもたらすことのないように構成されるべきであり、子の福祉がすべての考量
の中心に置かれるという。このような理念の背景には、親の所有の従属的な客体から独立の権利を持つ人格へ、という、最近三〇年間における子ども観の変化がある。その重要な一歩は、一九八九年の国連児童の権利条約
（スイスで
は一九九七年三月二六日 発効）
である。この条約により、 子どもは社会の最も弱い構成員とし 保護されるだけでなく
固有の希望 固有の意志、そして固有の権利を持った独立 人格として承認されなければならない。また、二〇〇〇年一月一日に発効したスイスの新連邦憲法も、そ 一一条一項において 子どもと青年は「人身 不可侵に対する特別の保護を受け、その発達を育成さ 権利を有する
」）（（
（
と規定している。共同の親の配慮を原則とした民法改正の目
指すところも、 「離別ない は離婚の場合に父母の法的に平等 扱いを保障するだけでなく とりわけ、父母の離別の後も引き続き父母双方との良好な関係を保つことができるというすべての子どもの権利が確保されるべきだ
（国連
七二二
児童の権利条約九条三項）
」）（（
（
ということにある。さらに現代の家族の基盤がもはや、長期的な結束が不確実なカップル
の関係ではなく、むしろ子に対する父母の関係にあることから、この認識はなおのこと重要である。父母の婚姻に関わりなく共同配慮を可能にした配慮法の改正もこの認識に由来している。
理由書は、こうした子どもの権利の尊重が扶養の領域においても重視されなければならないとして、次のように述
べている。「しかし、子どもは、父母双方との密接な関係を保つ権利だけを有するのではない。子どもは、安定的で信頼できる世話関係と経済的な保障を求める権利をも有する。子どもの相当な扶養
（
gebührender U
nterhalt ）
は、その基本権に
属す 。国連児童の権利条約二七条一項により、締約国は、 『身体的、精神的、道徳的及び社会的な発達のための相当な生活水準につい すべての児童の権利』を承認している。条約はこの目標を定めているが、いかにしてそれを達成すべきかを締約国に指示していない。スイスでは、私法としての家族法と公法としての社会扶助法及び家族政策の協働
（
K
oordination ）
によってこれを追求するのである」
）（（
（
（二）
　
ひとり親世帯の貧困リスク
子どもの扶養の保障のために協働すべき三つの要素のうち、家族政策では多様な施策がとられてきた。しかし「家
族政策の領域における努力にもか わらず、 家族は貧困リスクにさらされ続けている」
）（（
（
と理由書はいう。その要因は、
第一に、家族の経済的需要が子の数と共に増加する一方、同時に親の就労可能時間が減少 こと、そして第二 、離婚の増加の結果ひとり親世帯 増えたこと あるという。
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七二三
ここで理由書は、ひとり養育者
（
A
lleinerziehenende ）
が社会扶助
（生活保護）
を受ける割合が高いという統計を示
している。すなわち、二〇〇九年における全世帯の被扶助率が三・八パーセントであったの対し、ひとり親世帯では一六・九パーセントに上っていた。二〇〇五年から二〇〇九年の間において、国民全体の被扶助率が低下したのに対して、ひとり親世帯はこの高い水準をほぼ維持している。ひとり親世帯の増加がここに反映されており、離婚者の扶助依存をここに見ることができる。 社会扶助率が全体として三・〇パーセントであった 離婚者は六・八パーセントであり既婚者は一・八パーセントであった。
ひとり親世帯の社会扶助申請者の九五・四パーセントは女性である。これらの女性たちは、非常に困難な状況に置
かれることが通例である。パートナ 関係 解消後は、二つの世帯の経済的支弁 必要 なり、その支出増を稼働の強化によって補おうと も、子どもの世話のために稼働可能な時間は限られているからである。その結果、最低生活費の不足分を社会扶 が埋めなければならない と なる。
子どもの扶養の保障には前記の三つの要素の協働が必要であるとしても、連邦法には限界がある。理由書は、その
認識に立って、改正の基本方針を次のようにまとめている。「子の相当な扶養の問題は、連邦管轄の私法としての家族法
（連邦憲法一二二条）
と州の管轄領域にある公法として
の社会扶助法
（連邦憲法一一五条）
の接点にある。この法律草案の目標は、現行憲法の枠内で、私法における子の地位
を強化し、一方で公法の規律や現在の発展を無視しないようにすることである」
）（（
（
七二四
三
　
子の権利の優先
子の権利の強化を目的とする改正法は、まず、他の扶養義務と競合する場合の順位関係を明らかにしている。民法上 扶養義務は、婚姻中における夫婦の家族扶養
（ＺＧＢ一六三条以下
））（（
（
、離婚後扶養
（ＺＧＢ一二五条以下）
及
び子に対する親の扶養
（ＺＧＢ二七六条以下）
として規定されている。さらに、扶養義務
（
U
nterhaltspflicht ）
の語は用
いられていないもの 、直系血族間の扶助義務
（
U
nterstützungspflicht: ＺＧＢ三二八条以下）
もここに加えてよいであろ
う
）（（
（
。扶助義務に関するＺＧＢ三二八条二項は親、夫婦及び登録パートナーの扶養義務は留保されると規定してお
り
）（（
（
、
子の扶養義務が扶助義務に優先することになる
が
）（（
（
、それ以外の扶養請求権との順位は定められていな
い
）（（
（
。理由書は、
これら 請求権に優先序列がないことにより、離婚後扶養と競合するような場合には、子の扶養料が減額されるなどの不利益が生じうることを問題視している。そして、離婚や別居にかかわらず、父母双方が に共同の責任を引き続き負担するのであり、父母が別れた る経済的不利益を子に及ぼしてはならないとし
て
）（（
（
、次のよう
な改正案を提示した
（以下の条文はすべて「仮訳」として掲げる。また〔
　
〕内は条文に付された公式の見出しである。 ）
。
（草案）二七六ａ条〔Ⅱ
．
未成年の子に対する扶養義務の優先〕
一項
　
未成年の子に対する扶養義務は、他の家族法上の扶養義務に優先する。
二項
　
理由のある場合、特に扶養を受ける権利 ある成年子の不利益を避けるべきときには、裁判所はこの規
七二五
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一項はすでに予備草案に置かれていた規定である。これにより、子の扶養料額の算定にあたって、裁判所は配偶者
の扶養に先だって未成年子の相当な扶養料を確定し、その残額から配偶者扶養の算定を行うことなる。いわゆる不足事例においては、義務者の処分可能額は子の扶養に優先的に充てられることになる。二項は、予備草案には含まれていなかったが、未成年子の優先を絶対的なものと解すべきではないとの観点から、参事会草案の段階で盛り込まれたものである。成年子の扶養に関しては、すでにＺＧＢ二七七条が親の扶養義務の終期を子の成年到達としながら
（一
項）
、成年に達した後も相当な職業教育の終了までは継続すると定めている
（二項）
。しかし、未成年の子を常に優先
させると、たとえば職業教育を終えていない前婚 成年子が後婚から生まれた未成年子に劣後するといった事態も生じうる、といっ 意見が学説
）（（
（
や意見聴取手続
）（（
（
で表明されていたのである。
 
四
　
子の扶養としての世話扶養
（一）
　
直接費用と間接費用
子の権利の強化はその優先順位だけではなく、扶養請求権の内容にも及んでいる。今回の改正で最も重視されてい
るのは、世話扶養の規律である。
世話扶養の意味について、理由書は、連邦統計局
（
B
undesam
t für Statistik ）
の委託研究として行われた『スイスに
七二六
おける子どもの費用
（
K
inderkosten in der Schw
eiz ）』）（（
（
に依拠して、次のように説明している
）（（
（
。すなわち、子の生活に必
要とされ 費用には、直接費用
（
direkte K
osten ）
と間接費用
（
indirekte K
osten ）
がある。直接費用は、子が生活する
世帯において消 される食料、住居、被服等の費用であり、その支出額は親の経済的能力によって異なる。また、各種社会保険料の子にかかる部分、就学費用、子の余暇活動の費用、さらには、家庭外保育のための費用もこれに含まれる。これに対し、間接 と 父母が子の監護・教育のためにかける時間すなわち時間的出費
（
Z
eitaufw
and ）
を
反映す の時間的出費は、親の稼働所得の減少か、あるいは世帯内での子どもに対する家事労働の増加として現れる。参事会草案では、こ 負担も扶養義務に含まれるという意味で、世話扶養の概念が用いられているのであ
）（（
（
。
（二）
　
世話扶養の二類型
 
世話扶養の概念は二つの場面で用いられる。一つは、子に対する親の扶養義務の履行形態としての世話である。つ
まり、 子に対しては父母双方とも同順位 扶養義務者である ころ その一方
（多くの場合母）
が主としてあるいはもっ
ぱら子の世話、すなわち監護・教育を担い、他方の親が稼働によって子の物質的な生活需要を満たす場合には、監護親
）（（
（
も子の世話によって自己の扶養義務を履行して ると考えるのである。もう一つは、監護親が子の監護を理由とし
て他方の親に請求できる監護親自身の扶養である。子の 話のために就業を全面的・部分的に制約され自分自身の生計
（扶養）
を稼働所得によってまかなえないことから、離婚後扶養の一場合として、監護親に対する扶養義務が非監
護親に負わされるのである。たとえばドイツ民法
（
B
ürgerliches G
esetzbuch
─以下ＢＧＢと略称する。 ）
は、前者の意味
七二七
スイス扶養法の改正について（野沢）
での世話扶養を一六〇六条三項二文に規定している。未成年子の監護と教育をなす親はそれによって自己の扶養義務を履行するという規定であ
る
）（（
（
。この規定は、世話扶養と金銭扶養の同価値性を前提として、父母間での養育負担の公
平な配分を目的 してい
る
）（（
（
。したがって、監護親は原則として金銭的な扶養義務を負わないことになる。後者の意味
での世話扶養は、婚姻関係にあった父母については離婚後扶養の一要件
（ＢＧＢ一五七〇条
））（（
（
として、結婚していない
父母については扶養法における婚外子の特則の一部
（ＢＧＢ一六一五
l条二項二文）
）（（
（
として規定されている
）（（
（
。
（三）
　
婚外子の世話扶養の欠落
スイス民法においても、基本的には二種類の世話扶養に関する規定がある。まず、ＺＧＢ二七六条には、子の扶養
に対する父母の責任を定める第一項に続いて、第二項で、 「扶養は監護及び教育
（
P
flege und E
rziehung ）
によって、ま
たは、子が父母の保護
（
O
bhut ）
の下にないときは金銭の支払いによってなされる。 」と規定されている。この規定で
は、子に対する扶養は、父母が家庭共同体において監護と教育を与えることによって、現物で
（
in natura ）
給付され
ることが原則とされてい
る
）（（
（
。しかし、父母が共同世帯を営まないときは、監護・教育の形態による現物での扶養をな
しう の 監護親だけとなり、他方の非監護親は金銭給付によって扶養 なすことにな
る
）（（
（
。また、扶養料算定の実務
でも、子の扶養に対する父母双方 分担 評価にあたって、監護親の二重負担を回避すべきであるとされ
る
）（（
（
。共
同の親の配慮が原則となっても、日常生活において父母が子の世話を交替で行うことはむしろ稀 り 保護の状態を基準とした扶養負担の配分 依然 して残ると考えられる
）（（
（
。
他方、離婚後扶養としての世話扶養に関しては、ＺＧＢ一二五条の規定が置かれている。同条一項では、離婚配偶
七二八
者の一方に対して適当な年金保険料を含む相当な扶養の自弁を要求できない場合には、その者は他方配偶者に対して適切な額の支払いを請求することができるとされている。そしてその扶養請求権の有無及び額を決定する際の考慮事情の一つとして、 「配偶者によってなおもなされるべき子の世話の程度及び期間」
（同条二項六号）
が掲げられているの
である。
父母の扶養分担に関するＺＧＢ二七六条二項は婚外子にも適用されるが、離婚後扶養に関する一二五条二項は─当
然のことながら─婚外子には適用されない。婚内子の場合には、 たとえば父母が離婚して母が監護者となる場合には、離婚後扶養 しての世話扶養 より母は元夫、 なわち子の父 対す 扶養請求権を有するから、その限りで稼働の必要がなく、子の世話 ための時間が確保 る。しかし、婚外子の場合にはそれがない。母が自分自身 生計費を得るために稼働すれば、子に対する世話 不十分と る 理由書はこの点に婚外子の不利益扱いがあるとして、次のように指摘する。「最良の世話を享受できることは、すべての子の利益である。現在の規律は、父母の婚姻中ないしは離婚後の子に対する婚外子の不平等をもたらしている。個別 事案において、一方の親自身による一定期間の世話 最良 世話だと考えられるなら、それは離婚後の にしか保障されていない。その場合 は、世話は離婚後扶養によって補償されるからである。これに対して未婚の親 一方は、子と世帯を同じくする場合ですら 自分自身の扶養に責任をもたなければな ない。このことは、生活共同関係にあった未婚 父母の子にとっては、世話状況の突然 変化を意味すことがありうる。それまであった家族世帯 解消されるという、子に っ そうでなくとも困難で混乱す 時には、日常の世話に関して少なくとも一定期間中 ある程度 継続性を保障することが子 とっ 重要である。未 の父母
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の子の数が過去一〇年間にほぼ倍増しているという事実に鑑みれば、こうした違いがもたらす社会的影響に注意が向けられるべきである。現在スイスで生まれる子どものほぼ五分の一は、互いに結婚していない父母の子なのである。それゆえ、共同世帯が廃止されるときには、すべての子が、その福祉に必要な期間中は、一方の親による監護と教育を享受できなければならない」
）（（
（
（四）
　
参事会草案
草案は、親の一方による世話から生ずる間接的費用も、衣食住等にかかる直接的な費用と同じく、子の扶養の枠内
に入れるものとしている。この費用は父母の婚姻の有無にかかわらず発生するものであるから、婚内子 も 外子にも等しく親による扶養給付の内容として認められるべきこと なる。そして、これにより婚外子の不平等も解消されることになる。右のような世話扶養の らえ方の変更を示しているのは、次の二つ 条文である。
（草案）二七六条〔Ａ
．
総論
　
⒈
　
内容
（
G
egenstand ）
及び程度〕
一項
　
扶養は監護、教育及び金銭の支払いによって給付される。
二項
　
父母は、各自の能力
（
K
räfte ）
に応じて、子の相当な扶養、特に世話、教育、職業教育及び子の保護措
置の費用に共同して配慮する。
（草案）二八五条〔Ⅳ
．
扶養料の算定
　
⒈
　
父母の分担〕
一項
　
扶養料は、子の需要ならびに父母の社会的地位
（
L
ebensstellung ）
及び給付能力
（
L
eistungsfähigkeit ）
に相
七三〇
応しいものでなければならない。その際、子の財産及び収入を考慮することができる。
二項
　
扶養料は父母または第三者による子の世話の保障にも資するものとする。
三項
　
扶養料は前払いされなければならない。裁判所は支払期日を定める。
二七六条と二八五条二項が、世話が子の扶養の一部であることを示している。理由書はこの条項について次のよう
に説明している。「すべての子について扶養請求権の算定で常に考慮されなければならない直接費用が生ずるのとまったく同様に、すべての子は世話を必要としている。子の世話の確保は子の福祉に対する父母の共同責任に含まれるのであり、経済的手段の提供と同じく子の扶養の分担なのである。世話の確保は、現物によ 世話という本来的給付だけでなく、世話によって発生する経済的費用をも含む。これも子の費用として父母が共同して負担しなければならない。同時にこの改正は、すべての子 できるだけ良好な世話の環境を可能にしようとしている。そのことを考えるにあたって、親自身が世 を継続できる可能性が第三者による より優先されるべきではない。その可能性は、唯一個別事例における子の利益において、身分に関係な 認められ べきである。こうすることにより、結婚している父母の子 対する、結婚していない父母の子 法的な不均衡扱いが除かれる とにな 」
）（（
（
さらに理由書は、世話扶養を監護親の権利としてではなく、子の権利として構成することには、監護親の人的な状
況の変化に影響されな と う長所があ と説明している。つまり、配偶者に対す 離婚後扶養であれば、監護親が再婚したり内縁関係に入るこ より減額されたり、権利そのものが否定され ことがありうるから る。親が新
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たな生活関係を築くことは、子自身の世話の需要には直接に連動しないから、親自身の生活関係の変化によるリスクを回避することができるというのである
）（（
（
。
（五）
　
算定方法
世話扶養を子の扶養として位置づけることは、意見聴取手続で一般的な支持を受けたようである。婚姻の有無にか
かわらずひとり養育者が平等となること、及び未婚のひとり養育者の状態が改善されることが特に強調された。しかし、実際の需要を充足しない扶養料額が定められるのでは、貧困リスクが増大しかねないとの批判もあったとい
う
）（（
（
。
そこで 子の需要に加算すべき世話扶養の算 基準が重要な問題 なる。理由書は、議論の対象とされた多様な方法のうち、有力と考えられる二つの算定基準について否定的な評価を示している
）（（
（
。
一つは「機会費用アプローチ
（
O
pportunitätskostenansatz ）」であり、子の世話に投入する時間的出費を監護親の所
得の減少分として評価するものである。しかし、監護親 具体的職業
（たとえば医師か掃除人か）
に応じた時間単価
で計算すると、個別事案ごとかなりの差を生じ、場合によっては扶養義務者 負担能力を超えてしまい その意味で非現実的な数値となるという問題がある。いま一つは「市場費用ないし代償費用アプローチ
（
M
arktkosten- oder 
E
rsatzkostenansatz ）」であり、不払い労働をその市場調達価格で評価する方法である。これによる場合には、子の世
話のために費やされる時間を確定し、その時間数に世話労働の時間単価を乗ずることになる。これについては種々のデータ 利用が考えら としても、子のために費やされ 時間には個別世帯間での相違があ さら 、父母間での世話時間配分の多様性に対応する必要もある。さらに、 個別に調査された世話時間を評価す 参照値の問題がある。
七三二
非物質的要素を含む家事労働には固有の市場価格がないため、たとえば保育士の賃金を参照値とすれば、その影響は大きいものになってしまう。結局のところ、世話の評価の考え方として説得力あるアプローチはないということになる。
参事会草案は、世話扶養の評価基準を法律に列挙することを最終的に断念し、従来通り裁判所の裁量の余地を残す
という結論に達している。けれども、その裁量 枠内で考慮が可能な手がかりは示しておくとして、次のよう 指針を掲げている。
まず、改正の要点は現実の世話を子に保障することにあるから、世話扶養は原則として、監護親が世話のために自
分自身でまかなえない範囲でその親の生計費を 含むことである。また、世話扶養の趣旨は、子の福祉の観点から最善の世話を可能にしよ とすることにあ そ は世話の費用を父母双方に分担させるものであって、世話する親に報酬を与えるものでは 。世話扶養の導入は、決し 、監護親が稼働しないことを督励するもので ない。しかし、父母の婚姻 有無に関係なく「古典的」な役割配分があり、一方 親が共同世帯の廃止前にもっぱら子の世話を引き受け、他方が全面的に稼働していた場合には、離別後 一定期間、一方の親によ 直接的世話が継続することが にとって最善の解決となることはありうる たとえば、子がまだか り小さく、他方の親が離別前に単独で子 面倒を見たことがないようなケースではこのよ な判断がありうるということになる。理由書は、世話の評価 関する記述を次のように締め括っている。「家族の状況と子の数に応じて、一定の場合には、たしかに世話扶養が高額となり、そのために子の扶養料が全体的に増加することがありうる。しかし、扶養分担額の算定、特 世話扶養の問題の枠内において、 判所 により
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もまず子の福祉を指針としなければならない。最終的には、個別事案で適切でバランスのとれた解決をなす裁判所の裁量が常に残されている」
）（（
（
 （六）
　
離婚後扶養との関係
世話扶養を子の権利として位置づけるとなると、 従来の離婚後扶養としての世話扶養はどうなるのか。具体的には、
離婚後扶養の決定基準として 世話 掲げるＺＧＢ一二五条二項六号の存廃の問題である。予備草案の段階では廃止が提案されていた。世話扶養は子自身の世話の必要を充足すべき子の需要として捉えられるのであり、そ 規定が基準としている「配偶者によってなおもなされるべき子の世話の程度及び期間」は、もはや元配偶者に与えられる離婚後扶養の基準ではなく、もっぱら子に与えられるべき扶養料の算定のための基準となるという理由から る
）（（
（
。
しかし、廃止に対しては反対論が強かったようである。たとえば、アレクサンドラ・ルモ
─ユンゴ
（
A
lexandra 
R
um
o-Jungo ）
とザンドラ・ホッツ
（
Sandra H
otz ）
は、父母の婚姻に関わらない子の世話扶養の明文化を強く支持しつ
つも、離婚後扶養に関する本号の廃止は必要でもまた時宜に適ったことでもないとして、次 よう 理由を挙げている
）（（
（
。第一に、 父母間の婚姻の有無による区別はＺＧＢ一二五条の枠内でなおも残っていることが指摘される。つまり、
離婚後に一定の要件が存在すれば離婚後 扶養請求権が存在する
が
）（（
（
、結婚していないカップルにはそれがない。第二
に、世話費用を子 費用に組み入 ることにより、世話は離婚後扶養の算定基準ではなく ったとしても、そもそも離婚後扶養の請求権が存在するかどうかの判断基準としては必要である。
また、予備草案に対する意見聴取手続でも、本号の廃止には反対の意見が少なくなかっ
た
）（（
（
。たとえば、世話扶養と
七三四
して子の扶養に統合されることによって、離婚後扶養と等価で置き換えられるかどうかがはっきりしない。父母の役割分担の長期化、子の世話による就業の制約や職業的キャリアの断念により、子の世話をなしていた者のその後の稼働能力が著しく制限されることがあり、そ ような事情は今後も離婚後扶養で考慮されるべきである。婚姻は内縁と違って包括的な生活共同関係なのであり、離婚時にはそのことによる長期的な経済的結果が考慮されなければならい。世話をなす親に ずる経済的帰結がまったく考慮され くなることが、本号の削除により看過されるとい 異論や疑念が述べられている。また、離婚後扶養の制度趣旨にかかわる批判もある。すなわち、本号の離婚後扶養は、子の世話についての役 結果として夫婦の一方に生ずる労働市場でのリスクを、離婚後の連帯に基づいて夫婦が共同で分担するという意味を有 ているところ、本号を削除すれば、 リスクを親子間で分担する となるというのである。また、監護親が自己の 費のために子 世話 依存することに れば、非監護親との良好な関係やその親の世話を受けた と う子の希望との緊張関係を発生させることも考えられる
）（（
（
。
こうした批判に配慮して、最終的に参事会草案は、本号を存置するという結論に至っている。その点を理由書は次
のように説明してい
る
）（（
（
。すなわち、今回の改正では子の扶養の強化は意図されているが、離婚効果に関する規律を変
更しようとは考えていない。離婚後扶養の一部を子の扶養に移すことが提案 ている すぎない。これによって離婚後扶養 体系の原則に関わる変更が加えられるべきではない。 の一部 し の世話扶養は 適切かつ必要である限り、世話親自身 給付能力 考慮して、世話親の生活維持費用をカバーするので 子 世話扶養の枠内です に組み入れられたこの生計維持費用は、それゆえ、離婚後扶養ではもはや考慮されえない にな 。他方、離婚後扶養 は子の世話扶養では代替できない固有の意義があり、それは婚姻関係にあった父母 のみ適用されると
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いう。このことについて理由書は、次のように述べている。「子の世話と、子の養育段階における世話親による稼働の制限ないし放棄は、生活維持費用のすべてをもはや自分自身では支弁できない いう直接的結果だけをもたらすのではない 間接的には、後に職業生活に復帰するときには条件の困難化が予想される。おそらくはキャリア機会が減少する。 『子どもにかかる時間、家庭と職業の両立困難は、
［……］年金の減額や疾病や事故があったときの社会保険の不足として世話する者に降りかかる［……］ 。家族のために要求を控えめにした者は、生涯にわたってより多い収入や保障のある老後をもたらしたであろうキャリアの歩みをしばしば逃してしまう。職業経験の少ない者は、昇進の可能性があるいい働き口 見つけるの 苦労する。子を引き続き手元 おく者が、そのような不足を埋め合わせるために、稼働と並行して継続教育を受 こと 困難である
』）（（
（
。
世話がもたらすこれらの事後的影響は、世話を子の請求権として保障することとはもはや関係ない。父母間の関係においては、それは彼らによって選択された役割配分の結果なのである。しかし、そこでは父母の民法上の身分が決定的である。選択さ た役割配分 こうした結果 父母が 婚し いた場合にのみ共同で負担されるべきである。長年にわたって営まれてき 分担 稼得能力や労働市場で 機会 与える影響は、離婚 際に考慮されなければならない。共同の決定に基づいて取得活動につかなかっ 制限した、放棄し という場合には、婚姻 起因する不利益が存在する。こ 問題 今後とも離婚後扶養で考慮されなければ らな 。さらに、世話扶養を通じて 補償されないよう 、際立って高い生活水準も、世話の結果と て引き続き離婚後扶養の一部を成すことができる。こうした理由から、ＺＧＢ一二五条二項六号は維持されるべきである。世話扶養の導入は、離婚し 配偶者を現行法と比べ経済的に低い地位に置こうとするものではな 。結論においては、世話扶養 と合わせて 従来の離婚後
七三六
扶養と同額の給付となるようにすべきである。これにより、離婚した配偶者が子の実際的な世話に経済的に依存することが家族における緊張を高めるという、意見聴取手続で表明された懸念を緩和することができる。しかし、役割分担に関してなされた決定の結果は離婚後扶養を通じてのみ補償される。 結婚していない父母の場合には状況が異なり、給付は世話扶養に制限され こ 」
）（（
（
五
　
不足事例への対処
（一）
　
不足配分と連邦の立法権限
改正案は、子の権利の強化を目指して子の扶養請求権に最優先の順位を与え、さらに世話扶養を─改正により後順
位となる─離婚後扶養から子の扶養に移し替えようとしている。しかし、扶養料の支払義務者
（多くの場合父）
の資力
が不足している場合には、子の権利として現実に得られる扶養料は減少せざるをえないし、場合によっては得られないこともありう 。前述したように、スイス おいてもひとり親世帯、特に離婚母子世帯 貧困リスクは顕著である。このような現実を前にすれば、義務者 資力不足は改正の目標である子の権利強化の観点からも問題とならざるをえない。これは扶養法一般の問題であるが、スイ では「不足配分
（
M
ankoteilung ）」の是非として議論されている。
具体的にいえば、義務者は自己の最低生活費
（
E
xistenzm
inim
um
）
を優先的に留保することが許されるか、それとも
資力不足の場合であって 、少な ながらもその資力に応じた扶養料を負担すべきか、 いう問題である。前者の合には不足分が権利者側に一方的にしわ寄せされ という不公平な結果 なり、後者 場合には不足分が権利者・義
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務者双方に公平に配分され、いわば不足する赤字分を分かち合う状態になるが、義務者は─そして多くの場合権利者自身も─最低生活費を確保できな から、最終的には公的扶助に頼らざるをえない結果となる。このように不足事例の扱いは社会保障と密接 関連している。しかし、スイス連邦憲法では困窮者 対する援助は州の管轄とされており（一一五条）
、連邦には社会扶助に関する立法権限がない。したがって、連邦法である民法の改正を提案するとしても、
扶養法と連係すべき社会扶助制度の改革を織り込むことができないという憲法上の制約があ 。
（二）
　
最低生活費不可侵の原則
扶養料算定の基準に関して、現行のＺＧＢ二八五条一項は、 「扶養料額は子の需要並びに父母の社会的地位及び給
付能力に相応しいものでなければならず、さらに子 財産及び収入、並びに保護権のな 親による子の世話への寄
与
）（（
（
が考慮されなければならない」と規定す
る
）（（
（
。これらの諸事情の優劣は規定されていないにもかかわらず、連邦裁判所
（
B
undesgericht ）
の判例によれば、義務者たる親には取立法上の最低生活費、正確には「債務取立と破産に関する連邦
法
（
B
undesgesetz über Schuldbetreibung und K
onkurs （
SchK
G
） ）
」により差押えが禁止される額が留保されなければなら
な
い
）（（
（
。予備草案も参事会草案も、この最低生活費不可侵
（
U
nantastbarkeit des E
xistenzm
inim
um
s ）
の原則は維持すべき
であると判断している
）（（
（
。
しかし、この原則に対しては批判が多い。理由書によれば これを否定する見解が多数を占めるという。この原則
があるために、 「扶養債権者たる女性が社会扶助を申請するよう
一方的に
0000
強制される。この規律に該当する者の多数
は女性であるから これは
間接的な差別
000000
である」
（ルモ
─ ユンゴ／ホッツ：強調は原著者による。
））（（
（
と批判されるのである。
七三八
しかしその一方には、 「家族のためにすべてを犠牲にするよう要求することはできない。最近親の家族と一緒に崖淵まで行 なければならないが、そこから先には行かなくともよい。このことから、最低生活費は義務者に常に留保されなければならないという原則 出てくる。 これは平等の問題ではなく、 家族としての責任の限度の問題なのである。 」（トマス・ガイザー）
）（（
（
という擁護論も存在する。
予備草案に対する意見聴取手続では、若干の肯定論はあったものの、不足配分の放棄を疑問視する意見が多数を占
めた。子を世話する一方の親、たいてい 母に扶養の経済的責任を押しつけると う不平等な結果をもたらす。子福祉の尊重、子の権利の強化という目標に反する。最低生活費は扶養料債務を確定する段階では く、強制執行 段階で考慮すべきである、 どといった意見が表明されたという
）（（
（
。
参事会草案理由書は、予備草案の説
明
）（（
（
を要約する形で、原案維持の理由を次のように述べてい
る
）（（
（
。すなわち、不足
配分を実施した場合、扶養義務者としては自分の生活費はぎりぎりで何とかなるとし も、課された扶養義務を履行するためには社会扶助を申請することになるであろ 。しかし、前配偶者や子に対する扶養義務は社会扶助額 考慮されないから、その申請は却下され こ になる。義務者は不足配分によって算定された 料 支払うことがきない。この場合、扶養権利者である親と子は、不足配分が さ なかった場合と同じよう 、自ら社会扶助を申請するほかない。他方、扶養債務者自身は永続的な債務超過状態に置か ることになる。扶養権利者 る親と子や、扶養料の立替を した自治体も 執行決定 得て扶養義務者た 親に対 て定期的な取立 きること な
る
）（（
（
。このよ
うな反復的取立は、第三者も閲覧できるリストに登録される。そのことは扶養とは別の多くの関係で、 りわけ雇用主や賃貸人に知られた場合には、扶養義務者に回復できない不利益を及ぼすことがあ 。扶養義務者た 親は、子に
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小さな贈り物をするとか、ささやかな休暇を提案するとか、あるいは適切な住居で子の訪問を受けることができないことになる。このような状況は、最終的にはその親と子の関係をも損ねるであろう。
こうした事態の展開を想定した上で、不足配分を取り入れるには憲法上の障害があるという。「不足配分の導入が所期の効果、すなわち扶養権利者たる親の状況の改善を達成するのは、すでに〔一般の〕取立
が民法上の扶養義務を扶養義務者の最低生活費に繰り入れるという枠組で行われて よう
に
）（（
（
、子に対する扶養義務
が社会扶助費
（
Sozialhilfebudget ）
で考慮される場合だけだということが、上述のところから明らかとなる。けれども
連邦の管轄に入る取立法
（連邦憲法一二二条一項〔民法及び民事訴訟法の立法は連邦の事務である〕 ）
とは反対に、社会扶助
法は州の管轄である
（連邦憲法一一五条）
。……
こうした事情のもとにおいて連邦参事会は、最低生活費不可侵の原則を廃止せず、不足配分は導入しないという決
定にとどめる。しかし、連邦参事会は、管轄する州や自治体の当局に対し、その実務を再検討し、世帯を共にしない子に対する扶養義務を被扶助者の社会 助費に取り込むよう要請する」
）（（
（
（三）
　
増額請求と不足額の明示
不足配分をせずに、義務者に最低生活費を留保する方式で扶養料計算が行われるとしても、義務者の資力が後に好
転した場合には扶養料の増額が可能となる。増額請求については、ＺＧＢ二八六条二項が 算定の基礎となった事情に著しい
（
erheblich ）
変更が生じた場合の扶養料額の変更として一般的に規定している。しかし、これによる扶養料
額の改定は最長でも一年しか遡及しな
い
）（（
（
。今回の改正では、不足事例の特例として、より長期に及ぶ遡及的変更を可
七四〇
能とする規定が置かれている。
（草案）二八六ａ条〔⒉
　
不足事例〕
一項
　
子の相当な扶養を満たす扶養料額を定めることができなかったことが、承認された扶養契約または決
定
）（（
（
によって確認されており、 かつ、 扶養義務者たる親の資産状態
（
V
erhältnisse ）
がその後非常に
（
ausserordentlich ）
改善された場合には、子は、その親が相当な扶養を満たす に不足していた金額の支払を、扶養料債務を負担していた最後の五年間について請求する権利を有する。
二項
　
この請求権は、非常な改善を知ったときから一年以内に行使しなければ らない。
三項
　
この請求権は、他方の親または自治体
（
G
em
einw
esen ）
が子の扶養の責任を果たしていた限りにおいて、
すべての権利と共にその親または自治体に移転する。
理由書によれば、扶養債務者の財産的状態が、相続、くじの当選あるいは贈与などにより非常な改善を見せた場合
には、それを知ってから一年以内の申立てにより最長で過去五年間の不足分を請求できることになる。これは前述のＺＧＢ二八六条による一般的な増額請求との関係では補充的な請求権である。つまり、現時点での扶養が確保される場合にのみ、過去の扶養料の追加的給付の問題が生じうるのである。規定の文言も通常の増額の場合には「著しい」改善である 対し、特例の場合にはより程度 高い「非常な」改善として使い分けがなされている
）（（
（
。
右の遡及的な増額請求がなされる場合には、一項が規定するように 子に本来与えられるべきであった相当な扶養
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料額が明示されていなければならない。そのためには当初の債務名義の決定段階における工夫が必要となる。子に対する扶養料債務は、裁判所の決定、裁判上の和解、及び児童保護当局の承認を得た父母の約定
（扶養契約）
によって
債務名義となる
（ＺＧＢ一三三条一項、二八七条）
ところ、父母の約定による場合に関して、改正案は次の規定を用意
している。
（草案）二八七ａ条〔Ⅱ
．
扶養契約の内容〕
扶養契約において扶養料が定められるときは、以下の事項が示されなければならない：ａ
．
父母各自及び子各自のどれほどの所得と資産が前提とされているか
；
ｂ
．
子各自についてどれほど 数額が定められているか
；
ｃ
．
子各自の相当な扶養料を満たすのにどれほどの数額が不足しているか
；
ｄ
．
扶養料が生活費の変動に連動しているか うか、またその程度はどれほどか。
扶養料額が裁判所で決定される場合に関しては、民事訴訟法
（
Z
ivilprozessordung
─以下ＺＰＯと略称する。 ）
の改正も
同時になされ、同法三〇一ａ条が扶養契約と同じ内容の記載を求めている。
これらの規定は、不足事例において義務者の資力に「非常な」改善が見られた場合の遡及的増額請求を念頭に置い
ている。その点を考えれば、新たにこの種の規定を設けても、その実効性は大きくないのかもしれ
い
）（（
（
。しかし、子
の扶養の制度にとっては画期的な内容を含んでいるように考えられ 「相当な扶養料」が扶養義務者たる親の資力
七四二
に全面的に連動するのではない、その意味では独立した固有の数額として認定されることが前提となっているからである。この点 ついて、理由書は次のように説明している。「このことにより草案は、不足事例について本質的な改革を行っている。裁判所は、扶養義務者の給付能力を基礎として子に与えられる額を確定するだけで済ませることはもはやできない。裁判所は、子の年齢、世話の態様及び居住地並びに父母の状況を考慮して、子 相当 扶養を満たすに どれほどの額が必要であるかを確定しなければならないのである。これにより、いわば、子の扶養のための一種の最低額
（
M
indestbetrag ）
が定められる。法律は特定の
算定方法を規定 いない そ ゆえ裁判所は、父母の資力が限られてはいるが子 扶養には足り 場合に普通認められる扶養料 引き合いにだそうとす か、それとも、概算的な最低額が一般的に確定されるべきだとの見解をとるかを、自ら決定するこ ができる」
）（（
（
意見聴取手続での反応には賛否両論があったようである。子の扶養請求権が強化され、その履行の責任を父母が等
しく引き受けるべきであるとすれば、扶養義務者である親から子に支払われるべきであった給付の返還を考えておくことこそ理に適ってい 、という積極論も述べられていた。その一方で それほどの資力改善があ ケースは稀であるから、 の規定の効果はやはり限定的であり、それにもかか らず常に相当な扶養料を確定するの 、不相当な負担となるという現実的な問題や、子の費用
（特に世話や居住費の割合）
を算定する拘束力ある一覧表や指針がないとい
う算定上の困難 さらには「非常に」という文言の不明瞭さなどが消極論から指摘されていた
）（（
（
。
たしかに、本規定によって遡及的な増額が現実に可能となるケースは、さほど多くはないのかもしれない。しかし、
理由書によれば、扶養料の決定や約定にこのような事項を記載すること は、困窮者援助の州法との協働 円滑
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るという効果もあるという。つまり、扶養義務者の資力にかかわりなく扶養料の立替を実施しようとする州があるなら、その記載事項によって、そのような立替システム実行のために必要 情報を得ることができる にな というのである
）（（
（
。以下、その点を補足する。
ＺＧＢ二九三条一項は、父母も子自身も扶養
（生計）
を支弁することができず、また、血族の扶助
（ＺＧＢ三二八条
以下）
も得られない場合には、 州の公法がその費用負担者を定めると規定している。これにより、 州の社会扶助法には、
公的な扶助の補足性に関する規定と、償還に関する規定が置かれるのが通例である
）（（
（
。また、同条二項は、右に加えて、
父母が扶養義務を果たさない場合に、州の公法が子の扶養料の について規律すると定めている。このような社会扶助、あるいは 養料立替が行われた場合について、ＺＧＢ二八九条二項は、当該自治体に扶養請求権が移転する旨を規定してい のである。相当な扶養料とその不足額の記載を求める、前述のＺＧＢ二八七ａ条とＺＰＯ三〇一ａ条の改正案は、州による扶養料立替の実務にとって有用となることがありうること なる。
（四）
　
最低扶養料
（
M
indestunterhalt ）
をめぐる議論
扶養料の立替は、個別事案において具体的に定められた扶養料債務の不履行があった場合に、その限度で給付され
るのが原則的形態であろう。義務者の資力不足によって債務額が低額となっ いれば、 その額し 立て替えられない。それにもかかわらず、個別の債務名義を超えた立替給付を自治体が実施する ら、立替額と債務名義の差額は、実質的には社会扶助の性質を持つことになる。資力の非常な改善があれば立替機関からの遡及的求償 可能性があるとしても、や りそれは例外 事 と考えられ からである。
七四四
それならば、端的に子の最低扶養料を定め、その額を親からの扶養料と社会扶助の性質を持つ立替によって保障す
るという方式が考えられる。現に意見聴取手続では、義務者の最低生活費を留保させることなく、年金保険法における遺児年金額などを参照した子の最低扶養料を規定すべきだという意見も述べられていたようであ
る
）（（
（
。また、ＢＧＢ
 
一六一二ａ条が定める最低扶養料の例を挙げる論者もい
た
）（（
（
。しかし、実質的に社会扶助の性質を持つ最低扶養料を民
法に規定するこ は、やはりここでも憲法上の制約に触れることになる。民法において最低扶養料を規定したとしても、 実質上の社会扶助を含む給付を州に強制することはできないからである。 扶養料の導入の当否についても、 「結局、子どもたちの経済的・社会的にやっかいな状況 民法の改正だけ 改善す ことはできない」という認識が理由書で述べられている である
）（（
（
。
それにもかかわらず、理由書は最低扶養料の制度導入の必要性を説いている。「連邦参事会は子どもの貧困の問題性を認識しており、社会保障の形での立替システムの検討も排除してはないな
い。特に、父母が子の生存需要
（
E
xistenzbedarf ）
の責任をとれない場合に、自治体による子への最低扶養料給付が保
障される憲法規定の導入を検討する用意が 。現在、こうした家族は世帯のための包括的給付による社会扶助の援助を受けている。この憲法規定の導入は、こ 家族ための を増 す とにはならないであろう。むしろ、それは、子のための額を世帯のため 額から控除して そ 額を子どもに『立替』と て支払う なのである。現在社会扶助として親に支払われている額は、 どもに立替として振り替えられる額だけ減額されることに ろう。国は、この額の返還を、社会扶助給付の返還と同じ要件 下で求めることができることになろう。こ システム 実施は、自治体に追加的費用を発生させる結果 はならない。その代わりに、 事情に応じて、 当該の家族、 特にひ り親世帯
（……）
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は、子の扶養を確保するために社会扶助の申立てをしなければならないという事態を避けることができ、また、しばしば負担として、またスティグマを与えられると感じられることの多い手続を免れることができるであろう」
）（（
（
もちろん、連邦参事会の計画はそのようなものであったとしても、憲法改正がなされない以上は、各州の権限とし
て義務者の資力不足 場合でも立替を実施する際に、参照可能な扶養料額が示される制度に止めざるをえないの ある。
（五）
　
扶助義務規定の部分改正
順序は前後するが、右のＺＧＢ二九三条一項が前提とする血族扶助
（私的扶養）
優先原則の一部変更についても触
れておきたい。ＺＧＢ三二八条一項は、良好な資産状態にある者が困窮状態にある直系血族を扶助
（
unterstützen ）
す
べき義務を定めている。この義務は親や配偶者の扶養義務よりは後順位とされる
（同条二項）
が、公的扶助には優先
することになる。したがって、不足事例において監護親が子の世話のために稼働できずに困窮する場合には、その監護親は、自身の直系血族に対する扶助請求をなしうる。監護親の申請 より社会扶助が給付されれば、扶助義務者である監護親の直系血族に求償請求がなされること なる。本来的な扶養義務者 る非監護親が自己の最低生活費を保障されているのに、子 世話の めに稼働できない監護親の生計維持のために、その直系血族にまで負担が及ぶことになりかねな
い
）（（
（
。参事会草案は、こうしたネガティブな事態の展開に配慮して、同条に一項の２を挿入し、 「困窮が
自分の子の世話のために取得活動を制限したことによる場合には、扶助の請求権を行使することができない。 」 規定している。民法の血族扶助義務を一部縮小 り、その部分については公的扶助が負担する結果となるで
七四六
あろう。
六
　
若干の比較法的考察─結びに代えて
以上に見てきたスイス扶養法の改正が示唆するところを、わが国の問題状況との関連で考察して本稿の結びに代え
たい。もちろん、扶養法領域では社会保障等の関連する諸制度との相違を念頭に置かなければならないが、本稿ではその用意が整っていない。ここでは、簡単な比較法的考察にとどめることとする。
（一）
　
子の権利の優先
まず、子の扶養請求権の優先という課題である。日本民法には子の扶養請求権に関する独立の規定がそもそも存在
しない。この点はスイス法との大きな相違点で る。通説は、民法八七七条一項の「直系血族」に未成年
（ないし未
成熟）
の子の親に対する扶養請求権を含め、さらに扶養義務二分
説
）（（
（
に立って子の権利の優先性を認めている。裁判実
務においても、 生活保持義務としてその他の直系血族間の扶養義務と区別している。こ ような現状を前提とすれば、立法論としても一般の親族扶養から切り離した独立の規定を設け、優先順位を明らかにする も検討されてよ
い
）（（
（
。
ただし、日本で子の権利 優先が問題とされる が、少なくとも現時点では、主に老親扶養を念頭に置いた生活扶助義務との関係におい である に対
し
）（（
（
、スイス法では一般親族の扶養関係が法体系上子の扶養とは切り離されている
から、一般親族扶養 の先後関係は基本的に問題にならない。スイスで問題とされた子の権利の優先は、主 して配
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偶者扶養との関係にあった。扶養義務者の資力が子と配偶者の扶養に不足する場合の順位関係を、法律上明確にする必要があった いうことであ
る
）（（
（
。日本においても、婚姻の効果や離婚給付のあり方と関連づけた検討が必要になるの
ではないだろうか。
（二）
　
世話扶養
スイス法の改正の焦点となった「世話扶養」は、 日本では馴染みの薄い概念である。本稿四（二）で述べたように、
この概念は二つの意味に用いられる 筆者は、かつて、ＢＧＢ一六〇六条三項二文の機能に着目し、父母の養育義務負担の公平性を重視する観点から、 「 育義務の内包である監護と扶養は等価値の親義務負担であると理解してはどうか」という解釈論を述べ
た
）（（
（
。子を日常的に監護養育している親はそのことよって自己の養育義務を履行したことに
なり、 原則的として金銭的な扶養義務を負担す ことはないと解す のである
）（（
（
。もちろん、 日本の一般的な扶養料
（養
育費）
算定方式では、父母双方が扶養義務者であることから、各自の所得に応じて按分的に子の扶養料を負担するも
のとされており、監護親 世話負担は考慮されな 。二〇〇三年に公表され 実務で急速に普及したいわゆる「標準的算定方式
」）（（
（
もその前提に立っている。そうした中で、近時、監護親の子育て負担に一定の配慮をなし、監護親の収
入を原則として考慮しない算定方式が提案されてい
る
）（（
（
。また、標準的算定方式を可能な限り踏襲した「修正された簡
易算定方式」を提案しつつ その中で日常の育児の経済性が考慮されるべき する見解も
る
）（（
（
。これに対し、幼児期
に監護親
（多くは母）
の受ける監護費用が増えるとしても、結果的に親の性差による役割固定を助長することが危惧
されるし、 による監護養育は義務であるとともに子の成長に伴う喜びがあり、金銭換算が相当な老親 引取
七四八
場合と同一に扱うべきではないとして、子の監護養育に経済性を認めることに批判的な見解も存在す
る
）（（
（
。後半の指摘
に関して、筆者は、子育ての喜びは個別の親の主観的満足の問題であって、扶養義務の判断基準として一般化することはできない 考える
し
）（（
（
、また、引取扶養における介護は金銭扶養の代替的形態と考えられ、監護のようにそれ自体
が親の義務である場合と 性質が異なるから、双方を類比すること は疑問 覚え
）（（
（
。
これに対して、親の性差による役割固定に対する懸念は「世話扶養」概念に対する批判としてはありうるところで
ある。スイスでの改正論議では、監護親の依存と家族の緊張という文脈でこ ことが論じられていた
（本稿四（六）参
照）
。監護親が自分の生活費まで子の世話に依存し、それが長期化すれば、子の利益の観点から監護者ないし監護条
件の変更が望ましい場合であっても、監護親の経済的事情 現状に固執することになる いう事態がありうる。世話が金銭的評価を受けてそ 分が子の扶養料の一部として監護親に委ねられるとすれば、親の経済的動機 監護紛争に持ち込まれる可能性が否定できないのである。しかし、父母離別後 おける子の監護問題は、扶養ではなく
（広義
の）
親権法の問題である。冒頭でも述べたように、今回のスイス扶養法改正は、配慮法の改正と一体のものとして構
想されている。子どもは、父母双方との密接な関係を保つ権利だけでなく、安定的で信頼でき 世話関係と保障を求める権利をも有す ということが、改正の基本理念 て示され いた
（本稿
二（一）参照）
。この理念の下、
配慮法が配慮権の帰属だけでなく による子 監護関係を規律 扶養法はその監護関係 経済的裏付けを担保するという相互関係にある。 でに施行されてい 新たな配慮法では、監護関係の継続と維持に関する詳細な規定が置かれている。すなわち、父母の離婚後も共同配慮 原則とされ、子の福祉のために必要な場合に限り 裁判所は単独の配慮を命じ ことができるようになった
（ＺＧＢ二九八条一項）
。また、婚外子の場合には、父母が管轄当局
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に対して共同の親の配慮をなすことについて共同の意思表明をなすことを要件として、共同配慮が認められる（ＺＧＢ二九八ａ条一項
））（（
（
。その意思表明には、子に対する責任を共同で引き受けること、保護及び人的交流又は世話の分担
（
B
etreuungsanteil ）
並びに子の扶養料額について同意した旨が示されていなければならない
（同条二項）
。離婚後の子の
監護等については、 同時に改正されたＺＧＢ一三三条が定めている。すなわち、 親の配慮
（ただし原則的には共同）
、 保護、
人的交流又は世話の分担、及び扶養料額を裁判所が定めるのである。さらに、親の配慮に関しては、今回の扶養法改正の最終段階で追加条文が挿入された。父母の共同配慮の下でそれらの事項について裁判する場合、親の一方または子が求めるならば交互的保護
（
alternierende O
bhut ）
の可能性を検討するという趣旨の条項であ
る
）（（
（
。この交互的保護の
定めは、扶養法改正参事会草案が特定の監護モデルを優先すべきではないとして退けていたも であった
）（（
（
。
ドイツにおける世話扶養とスイス改正法が明らかにした世話扶養は、双方とも監護親による子の世話を子の扶養と
位置づける点では共通している。しかし、ドイツでは世話扶養 金銭扶養と価値的に等しいと考えるのに対し、スイスでは世話を金銭的に評価 ようとしている。親のなす世話の価値ではなく価格が問題 され のである。世話の量的配分は配慮法が規律し、配分された世話の価格を扶養法が扶養料の算定に組み入れる、という親子関係効果法の構造がそこに あるように思われる。子の世話へ 監護親の経済的依存 危険性は、配慮法の領域で問題とされることになる。また、子育ての喜びも、それをめぐる父母 対立が監護紛争 原因になっている すれば、これも配慮法の枠内で処理されることになろ 。今回のスイス扶養法の改正が最終的に発効した場合に 監護条件の判断と世話扶養 算定がど ように行われ か、実務の対応に関心が持たれるところである。すで 日本でも交互的な監護と扶養との関係が問題となるような事案は見られる であ
り
）（（
（
、スイス法における世話扶養の理論的・実務的展開への関
七五〇
心も一層高まる。特に、親権・監護権にせよ扶養にせよ、離別後の子の福祉にかかる重要問題をまず父母の協議に委ねる日本法の下では、この種の外国法制の比較研究から得られる示唆は少なくないであろう。
（三）
　
不足事例の扱い
日本の学説では、いわゆる生活保持義務関係にあっても、義務者の扶養可能状態
（資力）
が扶養義務発生の要件と
され、最低生活費を超える扶養能力が必要であると一般的に解されている。裁判実務でもそ 意味での資力の存在を要件とする事例も少なくなかったが、前述の「標準的算定方式」では義務者の最低生活費は留保されておらず、簡易算定表では義務者の所得がごく少額であってもそれに見合った金額の養育等を負担することになっている。そ 理由は、 最低生活費の留保は「 いパンでもわが子と分かち合うべき」という生活保持義務の考え方と矛盾することと、計算過程が複雑化することにあると説明されてい
る
）（（
（
。けれども、この比喩的表現がそこまでの自己犠牲を義務者に要
求しているとは解されな
い
）（（
（
。また、スイスの不足配分肯定論が述べるように
（本稿
五（二）参照）
、義務者の最低生活
費は強制執行の段階で留保され 解すれば、問題はより複雑化するように思われる。扶養料債権を請求債権として債務者の給与債権を差し押 える場合、民事執行法一五二条三項により給与額の二分の一が差押禁止となるが、差押禁止の最低額は示されていない。給与額が少ない場合でもその二分 一しか留保できない である。 に困窮する債務者としては、一五三条により差押禁止範囲の拡張を申し立てることになろう そ 場合の判断基準は「 務者及び債権者の生活の状況その他の事情」 ある。裁判所としては この要件の判断にあたって 想定される債務者の最低生活費を重視することになると思われる。強制執行という国家権力の発動の場面で憲法上の生存権が問題 なるか
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らである。このような事態が想定できるなら、扶養料の債務名義形成の段階で義務者の最低生活費を留保しておくことの方が簡明かつ合理的ではないだろうか
）（（
（
。
このように義務者が最低生活費を留保すると、子の扶養料は低額となるか、場合によってはゼロ
（免責）
となり、
義務者たる親の資力不足は権利者 ある子の側にしわ寄せされ、子は公的扶助を必要とすることになる。他方、最低生活費を留保しなければ、義務者と権利者ともに最低生活費が確保されず、共倒れとなる。それを防ごうとすれば、公的扶助に被扶助者 扶養義務負担を含ませることが考えられる。スイス連邦参事会は後者 選択を志向したが、立法権限の限界のために断念せざるをえなかった。立法権限の枠内でなしうること 個別事案における扶養料額の決定において、債務者の資力不足があ 場合には、本来子に与えられるべきであった「相当の 養料」と、現実の扶養料の算定根拠を明示するという改正で った。最低扶養料を 定してそれを基準とする方法も連邦の立法権限の枠外であった。
最低扶養料─見方を変えれば子どもが健全な成長のために必要とする最低費用─の明確化は、民法上の扶養のみな
らず子どもの福祉の経済的保障にとって重要な意味を持つ。まず、個別事案 おける扶養料額を決定する場合 指数を求める基礎として用いることができ 。さらに、義務者 親の資力によってカバー ない差額
（不足分）
は、
公的給付によって補うことにな が、私的扶養 の連係により隙間のない給付が可能となる。その場合の公的給付制度としては社会扶助だけでなく、扶養料の立替制度も有用であろう。スイスでの議論で見たよう 、立替は一部公的扶助の機能を持つことがあるからであ 。そ 際にも、最低扶養料が重要な指針となりうるであろ 。日本においても、こうした機能 持つ最低扶養料の制度化 提案されてい
る
）（（
（
。たしかに、最低扶養料の明確化が公的扶助を含め
七五二
た広義の扶養法における子どもの権利保障に資する場面は少なくないのであり、しかも、スイスにおけるような立法権限の限界は日本にはないのである。
（
（）
Schw
eizerisches Z
ivilgesetzbuch （
K
indesunterhalt ）
, B
undesblatt 〔連邦官報─以下
B
B
l と略称する。 〕
（0（（, （（（.
（
（）「親の配慮（
elterliche Sorge ） 」という表現は、一九九八年の離婚法改正（二〇〇〇年一月一日施行）以来、ＺＧＢのド
イツ語法文で用いられている。それ以前の
“elterliche G
ew
alt ”では制度理解の変化にそぐわないため、義務的な性格をよ
り良く示すとしてこの用語に変更されたという経緯がある。しかし、他言語法文の用語（フランス語法文では
“autorité 
parentale
”、 イタリア語法文では
“autorià parentale
”─いずれも「親権」と訳される。 ）と一致しないし、さらに不明瞭であっ
て混乱させるものであると 批判がある（
vgl. B
asler K
om
m
entar Z
ivilgesetzbuch I, （. A
ufl., （0（（ 〔以下、
B
SK
 Z
G
B
 I
とし
て引用する。 〕
A
rt.（（（ N
（ （
Ingeborg Schw
enzer/M
ichelle C
ottier ） 。しかし、本稿では、ドイツ語の法文と資料を用いるこ
とから、 「親の配慮」という用語法に従うこととする。また、 「配慮」ないし「配慮 」 表現を用いることがある。
（
（）
V
gl. H
einz H
ausheer, G
em
einsam
e elterliche Sorge als R
egeltatbastand in der Schw
eiz, F
am
R
Z
 （0（（, S. （（（0.
（
（）この改正に関する邦語文献として、松倉耕作「共同配慮権とスイス政府草案─二〇一一年十一月十七日付け連邦評議会草案について─」名城ロースクール・レビュー二四号（二〇一二年）一〇九頁以下がある。
（
（）
https://w
w
w
.bj.adm
in.ch/dam
/data/bj/gesellschaft/gesetzgebung/kindesunterhalt/vorentw
-d.pdf （二〇一五年二月一一
日確認）
.
（
（）
E
rläuternder B
ericht zum
 V
ernehm
lassungsentw
urf zur Ä
nderung des Zivilgesetzbuchs （
K
indesunterhalt ）, der Zivilprozessordnung 
（
A
rt. （（（a ）
und des Z
uständigkeitsgesetzes （
A
rt. （ ） 〔以下、
E
rläuternder B
ericht
として引用する。 〕
.
（
（）予備草案とその解説を紹介する邦語文献として、松倉耕作「スイス扶養法の一部改正について─二〇一二年七月四日付け第一次草案─」名城ロースクール・レビュー二六号（二〇一三年）一三九頁以下がある。
（
（）連邦憲法一四七条により、重要な法令改正等がなされるときは、州、政党及び利害関係団体は、その準備段階で意見表明のために招集される。本改正についてもこの手続がとられたのでる。
（
（）
B
otschaft zu einer Ä
nderung des Schw
eizerischen Z
ivilgesetzbuches （
K
indesunterhalt ）
vom
 （（. N
ovem
ber （0（（, B
B
l （0（（,  
七五三
スイス扶養法の改正について（野沢）
（（（ 〔以下、
B
otschaft
として引用する。 〕
.
（
（0）
Schw
eizerisches Z
ivilgesetzbuch （
K
indesunterhalt ）
Ä
nderung vom
 （0. M
ärz （0（（, B
B
l （0（（, （（（（.
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（ff.
（
（（）訳文は、ワルター・ハラー（平松毅
=
辻雄一郎
=
寺澤比奈子・訳） 『スイス憲法─比較法的研究─』 （成文堂、二〇一四年）
二〇七頁によった。
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）この規定は、婚姻共同体を営む夫婦の義務を定めるＺＧＢ一五九条を財産面で具体化したものであり、子の扶養も含まれる （
vgl. H
einz H
ausherr/T
hom
as G
eiser/R
egina E
. A
ebi-M
üller, D
as F
am
ilienrecht des Schw
eizerischen Z
vilgesetzbuches, （. 
A
ufl., （0（（, R
n 0（. 0（, 0（.0（ ） 。
（
（（）日本の通説である扶養義務二分説（ 「生活保持 」と「生活扶助義務」 ）はスイス民法における
 U
nterhalt
と
U
nterstützung
の区別に着想を得ている（中川善之助「親族的扶養義務の本質（一）─改正案の一批評─」法学新報三八巻六号（一九二八年）一三頁以下参照。なお、かつて扶助義務の範囲に含まれていた兄弟姉妹は、離婚法改正（一九九八年）の際に義務者から除かれた。
（
（（）同性者登録パートナー関係に関する連邦法（
B
undesgesetz über die eingetragene P
artnerschaft gleichgeschlecher P
aare 
（二〇〇七年一月一 施行） も、関係継続中の相互的扶養（一三条）と─離婚の場合に比して限定的ではあるが─関係解消後の扶養義務を規定している（三四条二項） 。
（
（0）
V
gl. H
andkom
m
entar zum
 Schw
eizer P
rivatrecht, P
ersonen- und F
am
ilienrecht inkl. K
indes- und E
rw
achsenenschutzrecht, （. 
A
ufl., （0（（, A
rt. （（（
─
（（（, N
 （ （
M
. V
etsch ） 〔以下
H
ankom
m
etar
として引用する。 〕
.
（
（（）ただし、 実務では、 すでに未成年子の扶養が優先すると考えられているようである（
vgl. H
andkom
m
entar, A
rt. （（（, N
（ （
B
. 
R
oelli/R
. M
eulli-L
ehn ） ） 。
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（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）たとえば、
T
hom
as G
eiser, D
ie N
euregelung des F
am
ilienunterhalts im
 L
ichte der N
euregelung der elterlichen Sorge, 
in: M
élanges en l ’honneur de P
aul-H
enri Steinauer, （0（（, S. （（（ff. は、未成年子の優先を原則として承認しつつも、 「様々な
扶養請求権のヒエラルヒーの固定」を問題視し、職業教育中の成年子だけでなく、障害のある前配偶者の扶養に配慮することが妥当な場合もあるとしている（
S. （（（f. ） 。
（
（（）
V
gl. Ä
nderung des Z
ivilgesetzbuchs （
K
indesunterhalt ）, der Z
ivilprozessordnung （
A
rt. （（（a ）
und des Z
uständeigkeitsgesetzes 
（
A
rt. （ ）, B
ericht über das E
rgebnis des V
erhehm
lassungsverfahrens （
http://w
w
w
.ejpd.adm
in.ch/content/dam
/data/
gesellschaft/gesetzgebung/elterlichesorge/ve-ber-d.pdf （二〇一五年二月一六日確認） 〔以下、
B
ericht （
V
ernehm
lassung ）
として引用する。 〕
S. （（.
（
（（）
http://w
w
w
.bfs.adm
in.ch/bfs/portal/de/index/new
s/publikationen.htm
l?publicationID
=
（（（（
で閲覧可能（二〇一五年
 
二月二一日確認） 。
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（0f.
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）父母が共同の配慮権を有し、父母双方に監護に関する権限が認められている場合には、 「監護親」対「非監護親」という対比は正確ではない。正確には「保護親」 「非保護親」とでもいうべきであろうが、日本ではまだ慣用的ではないことから 本文のように表現しておく。日本でも共同 権を導入するとすれば、法的な監護権と現実の監護を区別する用語が必要になるかもしれない。
（
（（）この規定の成立史については、野沢紀雅「ドイツ法における扶養概念の変遷─「面倒見扶養（
B
etreuungsunterhalt ） 」の
成立─（一） 〜 （四・完） 」民商法雑誌一〇六巻（一九九二年）二号四五頁以下、三号二七頁以下、四号三六頁以下、五号三一頁以下を参照されたい。本稿では、
B
etreuungsunterhalt
の邦訳として「世話扶養」の語をあてている。
（
（0）
V
gl. M
ünchener K
om
m
entar,
§（（0（ R
n.（ （
B
orn ）.
（
（（）この規定によれば、共通子の監護教育をなす離婚配偶者は 少なくとも子が満三歳になるまで元配偶者に対して扶養を請求することができる。ＢＧＢ一六〇九条により、この離婚後扶養の請求権は、未成年子及び親と世帯を同一にする二一歳未
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満の就学中の成年子の扶養請求権に次いで第二順位の優先度を与えられる。
（
（（）この規定では、婚外子の母は、子の監護教育のゆえに稼働を要求されえないときは、出産前四か月から少なくとも子が満三歳になるまで、父に対して扶養を請求することができる。父が子の世話をなす場合には、─出産前の部分は除き─母に対して同様の請求をなすことができる（同条四項） 。この請求権も離婚後の世話扶養と同じく 第二順位 優先度を与えられている（
vgl. M
ünchener K
om
m
entar B
G
B
 B
d. II, （. A
ufl., （0（（,
§（（（（l R
n.（（ （
B
orn ）,
§（（0（ R
n.（（ （
B
orn ） ） 。なお、 スイス法は、
分娩費用補償と出産前後数週間の扶養請求権 婚外子の母に認めているが（ＺＧＢ二九五条） 、これは扶養ではなく、むしろ損害賠償的性格の権利である（
vgl. H
andkom
m
entar, A
rt. （（（, N
（ （
B
.R
oelli/R
.M
eulli-L
ehn ） ） 。
（
（（）ＢＧＢにおいて 「世話扶養」 の概念が統一的に用いられていないことにつき、
vgl. M
ünchener K
om
m
entar B
G
B
 , V
or
§（（0（, 
R
n.（（ （
B
orn ）.
（
（（）ドイツ法との基本的な相違点がここに見られるように思える。すなわち、ドイツ法は未成年子扶養をも一般的な親族（直系血族：ＢＧＢ一六〇一条）扶養 組み入れ 義務の内容も一般親族扶養 同様に金銭的給付義務に限定 その限りでは、親のなす世話（監護教育）という事実行為は扶養法上 評価を受けない。しかし、その上で、いったんは扶養法から切り離された世話が、ＢＧＢ一六〇六条三項二文を通じて金銭給付と の扶養義務と同価値という評価を与えられる。こ に対してスイス法は、未成年子扶養と一般親族 （扶助義務：ＺＧＢ三二八条）を体系的に切り離し、未成年 扶養の内容を端的に「監護及び教育」によるものとし、世話がなしえない場合 は金銭給付義務に転化するも と考えているようである。この点の相違が世話扶養の位置づけに影響を与えるかどうかは、比較法的に極めて興味深い問題 ある。
（
（（）
V
gl. C
ryl H
egnauer, G
rundriss des K
indesrecht, （. A
ufl., （（（（, R
n. （0.（（, H
andkom
m
entar, A
rt. （（（, N
（ （
R
oelli/M
ueli-
L
ehn ）.
（
（（）
V
gl. B
SK
 Z
G
B
 I, A
rt. （（（, N
（,（（ （
B
reitschm
id ）.
（
（（）
V
gl. A
lexandra R
um
o-Jungo/Sandra H
otz, D
er V
orentw
urf zur R
evision des K
indesunterhalts: ein erster Schritt, F
am
P
ra. 
ch （0（（, S. （ff. （
S.（ ）. H
ausherr/G
eiser/A
ebi-M
üller, a.a.O
., R
n. （0. （（（ によれば、離婚時の扶養料決定の場合、経済状態が良
好であれば、親の配慮を有しない親に金銭的な扶養義務が課され、子を保護下におく親は現物扶養 行うものとされ、共配慮の場合にも 子との共同生活が圧倒的に多い方 親が現物給付によって すことになる いう。なお、面会交流
七五六
が拡大した形で実施される場合には、逆に非監護親の世話負担が子の扶養料算定の要素とされることもある（ＺＧＢ二八五条一項） 。
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（. すでに、
Ingeborg Schw
enzer/Isabelle E
gli, B
etreuungsunterhalt—
G
retchenfrage des U
nterhaltsrechts, 
F
am
P
ra. ch （0（0, S. （（ff. は、児童の権利条約との関係において次のように主張していた。 「国際的展開は明らかにこの方向に
向かっている。この結論だけが国連児童の権利条約の条件とも一致する。なぜなら、嫡出子の場合とは反対に、非嫡出子が実親の一方によ 直接的世話を世話扶養によって受けることができないとすれば、国連児童の権利条約二条一項 いう、児童ないしは父母の身分に基づく差別となるからである」 （
S.（0 ） 。
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（f. 引用の後半部分はいささか分かりにくいかもしれないが、要点は、婚外子の親にも離別
後の子の養育と稼働の組合せについて、離婚の場合と同じ選択の余地が与えられるべきだということにある。理由書が脚注で引用している文献によれば、このような改正により、婚外子の親も 離婚した親と同じように 家庭外で ─場合によっては強化された─稼働をなす代わりに、子に対する を継続するという選択 できるようになる。そして「そ 目的は、他者による世話よりも父母による直接の監護教育を優先するこ ではなく、むしろ、すべての父母のために身分 かかわらない選択の可能性を導入することにある。 れにより 結 している父母 子と結婚してない父母の子 形式的平等がもたらされる。それは子の利益でもある。 」という である（
vgl. R
um
o-Jungo/H
otz, a.a.O
., F
am
P
ra. ch （0（（, S.（. ） 。
（
（0）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（. さらに離別した元パートナーの権利としてではなく子の権利として構成すれば、義務者に
受け入れられやすく、その支払意欲を高めるという心理的効果も指摘され （
vgl. Schw
enzer/E
gli, a.a.O
., F
am
P
ra. ch 
（0（0, S.（0, R
um
o-Jungo/H
otz, a.a.O
., F
am
P
ra. ch （0（（, S.（. ） 。
（
（（）
V
gl. B
ericht （
V
ernehm
lassung ）, S.（.
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（f.
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）
V
gl. E
rläuternder B
ericht, S. （（.
（
（（）
V
gl. R
um
o-Jungo/H
otz, a.a.O
., F
am
P
ra. ch （0（（, S. （.
（
（（）同条二項では、 子の世話以外の決定基準として、 婚姻中の役割分担（一号） 、 婚姻の継続期間（二号） 、 婚姻中の社会的地位（三
七五七
スイス扶養法の改正について（野沢）
号） 、配偶者の年齢と健康状態（四号） 、配偶者の所得と資産（五号） 、配偶者が受けた職業教育と稼得の見通し及び就職までに要する費用（七号） 、公的及び私的年金の受給見込み（八号）が掲げられている。
（
（（）以下は、
B
ericht （
V
ernehm
lassung ）, S. （0f. の要約である。
（
（（）子どもの世話に主体的に参加する父親が増加しているという、配慮法改正の背景ともなっている事情を考えれば、このような事態は容易に想定できるであろう。
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（f.
（
（0）
H
eidi Stutz, A
lleinerziehende L
ebensw
eisen: C
are-A
rbeit, Sorgerecht und finanzielle Z
usicherung, in: K
eine Z
eit für U
topien?– 
P
erspektive der L
ebensform
enpolitik im
 R
echt, （0（（, S. （（（ ff. （
S. （（（, （（（ ） からの引用であるが、本稿では参照できなかっ
た。
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）これは、面会交流が拡大された内容で行われる場合における、非監護親の負担を意味する。
（
（（）実際の扶養料は、州裁判所の裁量により多様な方式で算定されている。おおまかにいえば、親の一方または双方の所得割合を手がかりとして扶養料額を定める「抽象的」方式や、 スイスにおける子にかかる費用の統計的データに着目して、 そのデータを父母の経済的状態に適応させる「具体的」方法がある。連邦裁判所が介入するのは、州裁判所が法律上影響を及ぼはならない要素を考慮した場合、もしくは、定められた金額が、事案の事情 鑑み、一般的な経験則上明らかに不当な場合だけであるという（以上につき、
vgl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（. ） 。
（
（（）同法九三条一条によれば、債務者の勤労所得等の収入は、取立官吏（
B
etreibungsbeam
ter ）が債務者及びその家族にとっ
て絶対的に必要とはみなさない限度において差 押さえ ことができる。執行実務では、その限度額 「スイス取立・破産官吏会議（
K
onferenz der B
etreibungs- und K
onkursbeam
ten der Schw
eiz ） 」が作成する最低生活費算定の指針（
R
ichtlinien 
für die B
erechnung des betreibungsrechtlichen E
xistenzm
inim
um
s （
N
otbedarf ）
nach A
rt.（（ SchK
G
）によって算定されて
いるとのことである。二〇〇九年七月一日版では、たとえば単身者なら一二〇〇フラン ひとり養育者なら 三五〇フラン、子どものある夫婦なら一七〇 フラン、子どもの扶養とし 一〇歳未満の子 人 つき四〇〇フラン 一〇歳以上の子一人につき六〇〇フラン（いずれも月額） 基礎額が定められ、それに各種の加算がなされることになっている（
vgl. H
einz 
七五八
H
ausherr/A
nnette Spycher （
H
rsg. ）, H
andbuch des U
nterhaltsrechts, （. A
ufl., （0（0, S. （（（ff. ） 。
（
（（）
V
gl. E
rläuternder B
ericht S. （（ff., B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（ff. 
（
（（）
R
um
o-Jungo/H
otz, a.a.O
., F
am
P
ra. ch （0（（, S. （（.
（
（（）
G
eiser, a.a.O
., M
élanges en l honner de P
aul-H
enri Steinauer, （0（（, S. （（（.
（
（（）
V
gl. B
ericht （
V
ernehm
lassung ）, S. （f.
（
（（）
E
rläuternder B
ericht S. （（ff.
（
（0）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（0f.
（
（（）扶養料立替については、後述する。
 
（
（（）前掲注 （
（（） 参照。
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S.（（（.
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）扶養料債務は、裁判所の決定、裁判上の和解、児童保護当局（
K
indesschutzbehörde ）の承認によって拘束力を生ずる（Ｚ
ＧＢ一三三条一項、二八七条） 。
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）理由書は、事情変更による通常の増額請求がなされる場合にも、裁判所にとっては当初の扶養料額決定時の事情を簡単に知ることができれば、実務上の便宜があると説明している（
vgl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（. ） 。
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（. 
（
（（）
V
gl. B
ericht （
V
ernehm
lassung ）, S. （（f. 
（
（0）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（, S. （（（.
（
（（）
V
gl. H
andkom
m
entar, A
rt. （（（, N
.（ （
R
oelli/M
ueli-L
ehni ）, B
SK
 Z
G
B
 I, A
rt. （（（, N
.（ （
P
eter B
reitschm
id ）.
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（. 
（
（（）
V
gl. R
um
o-Jungo/H
otz, a.a.O
., F
am
P
ra. ch （0（（, S. （（.  ドイツでは、二〇〇七年の改正により、子どもの最低生活費を前
提とする所得税法上の児童扶養控除と連動した最低扶養料の制度が導入されている。本制度導入の経緯と内容については、
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野沢紀雅「ドイツ民法における『最低扶養料（
M
indestunterhalt ） 』
 について─扶養法と租税法及び社会法の調和の試み─」
中央ロージャーナル七巻四号（二〇一一年）八九頁以下参照。
（
（（）以上につき、
vgl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（f. 
（
（（）
B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）
V
gl. E
rläuternder B
ericht S. （（, （0, B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（.
（
（（）この学説がスイス民法の扶養法体系から強い示唆を受けていたことについては、前掲注 （
（（） 参照。
（
（（）学説の整理を含め、野沢紀雅「Ⅰ
 扶養法改正の課題（総論的問題） 」戸籍時報七〇五号（二〇一三年）五頁以下参照。
（
（（）冷水登紀代「Ⅱ
 一般親族扶養」戸籍時報七〇五号（二〇一三年）一三頁以下参照。
（
（0）ドイツでも未成年子の扶養を配偶者扶養に優先させる改正が二〇〇七年の 「扶養法変更法」 によって行われている （詳しくは、野沢紀雅・前掲注 （
（（） 九五頁参照） 。
（
（（）野沢紀雅「 『親権と扶養義務』問題の学説史的再検討（二・完） 」法学新報一〇一巻一一・一二号（一九九五年）七六頁。さらに、野沢紀雅「扶養法の課題と展望」法律時報八二巻四号（二〇一 年）二九頁参照。
（
（（）ただし、筆者としては、監護親のなす世話扶養を何らかの方式や指標を用いて金銭化することには問題が多いことから、同価値という評価にとどめるべきであろうと考えている（野沢・前掲注 （
（（） 法学新報一〇一巻一一・一二号四六頁以下、五
〇頁以下参照） 。ディーター・マルティニーは、世話扶養と金銭扶養の同価値性の原則は、追加的に金銭扶養を給付しなければならないことから監護親を保護しようとするが さらに、世話の費用全体を査定して配分することを妨げるという、タブー作用（
T
abuw
irkung ）をも有していると説明している（
vgl. D
ieter M
artiny, G
leichheit und V
erschiedenheit elterlicher 
U
nterhaltsbeiträge—
rechtsvergleichender K
om
m
entar, in: K
irsten Scheiw
e/M
aria W
ersig （
H
rsg. ）, E
iner zahlt und eine 
betreut?, （0（0, S, （（ff. （
S.（（ ） 。
（
（（）東京・大阪養育費等研究会「簡易迅速な養育費等の算定を目指して─養育費・婚姻費用の算定方式と算定表の提案─」判例タイムズ一一一一号（二〇〇三年 二八五頁以下。
（
（（）松嶋道夫「簡易算定方式の問題点とあるべき養育費・婚姻費用 算定」自由と正義六四巻三号（二〇一三年）二三頁以下参照。
七六〇
（
（（）竹下博將「養育費・婚姻費用についての『修正された簡易算定方式』の提案」自由と正義六四巻三号（二〇一三年）三五頁参照。
（
（（）中山直子「民法
（ 
（ 
（条
（項の改正と養育費に関する実務上の問題について─実務家の立場から」法律時報八六巻八号
 
（二〇一四年）六九頁。なお、早野俊明「Ⅲ
 子の扶養」戸籍時報七〇五号（二〇一三年）二六頁以下では、子育てを監護親
の負担と評価する場合と、利益と評価する場合の条文案が示されている。
（
（（）野沢・前掲注 （
（（） 法学新報一〇一巻一一・一二号五七頁以下において、親権（監護権）の奪い合い紛争との関係において
親の主観的満足を重視すべきでないことを説明している。
（
（（）野沢・前掲注
（（） 法学新報一〇一巻一一・一二号四九頁以下において、老親の引取扶養との関係で私見を述べている。ま
た、私見は子に対する世話の金銭的評価には消極的であ （前掲注 （
（（） 参照） 。
（
（（）すでにドイツ法が父母の意思表明による婚外子の共同配慮を認めている。その内容と現状については、阿部純一「ドイツの新しい婚外子配慮法─二〇一三年四月一六日改正法の意義と問題─」法学新報一二〇巻七・八号（二〇一四年）二一五頁以下参照。
（
（0）ＺＧＢ二九八条二項の三の追加である。婚外 については二九八ｂ条三項の三という規定が挿入された（ただし その権限は裁判所でなく児童保護当局にある。 ） 。連邦議会での最終的議論につい は、
http://w
w
w
.parlam
ent.ch/ab/fram
eset/
d/s/（（（（/（（0（（（/d_s_（（（（_（（0（（（_（（0（（0.htm
?D
isplayT
extO
id=
（（0（（（ （全州議会） 、
http://w
w
w
.parlam
ent.ch/ab/
fram
eset/d/n/（（（（/（（（（（（/d_n_（（（（_（（（（（（_（（（（（（.htm
?D
isplayT
extO
id=
（（（（（（ （国民議会：いずれも二〇一五年三月三
〇日に確認）参照。
（
（（）
V
gl. B
otschaft, B
B
l （0（（, S. （（（. 
（
（（）広島高岡山支決平成二三年二月一〇日家裁月報六三巻一〇号五四頁参照。子が毎週金曜日から日曜日まで義務者の下で生活している場合 おける婚姻費用分担が問題とされた事例である。
（
（（）東京・大阪養育費等研究会・前掲注 （
（（） 判例タイムズ一一一一号二九〇頁参照。なお、竹下・前掲注 （
（（）自由と正義六四
巻三号二八頁以下では、標準的算定方式が生活保護との関係を一切考慮しない結果、義務者に生活保護法の最低生活費以下での生活を強いるという憲法二五条一項に抵触する事態を作出していること 問題視し（同二九頁） 、最低生活費 確保に配
七六一
スイス扶養法の改正について（野沢）
慮した養育費等の算出方法を提案している（同三二頁以下、三五頁以下） 。
（
（（）この比喩は未成熟子に対する親としての扶養義務の優先性と程度の高さ（具体的には親の稼働の責任）を、生活扶助義務との対比において表現しているものと考えられる。この点については、 中川善之助の著作を引用して検討したことがある（野沢・前掲注 （
（（）法学新報一〇一巻一一・一二号四九頁七七頁、七八頁以下参照） 。
（
（（）ただし、債務名義確定の段階で最低生活費を留保したとしても、それ以後に債務者の所得が減少すれば、執行段階で最低生活費の確保が再び必要になることがありうるし、義務者の現実の所得ではなく、潜在的稼働能力を基礎に扶養料額を算定していた場合にも、執行段階で同様の事態となりうることは否定できない。
（
（（）松嶋・前掲注 （
（（）自由と正義六四巻三号二三頁は、 「養育費の算定方式は公的扶助と私的扶養を関係づける一環として制
度化すべきであり、子どもの最低発達保障水準を設定す ことが不可欠である」と指摘している。
（二〇一五年四月一日脱稿）
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